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結核予防法の成立要因に関する考察
Study on establishment factor of the Tuberculosis Prevention Law
村上　貴美子
要約：1897（明治年 30）伝染病予防法が成立した．この伝染病予防法の下に一体的に急性伝染病及び慢性
































































































治 44）．土屋喬『職工事情　全 4 巻』等
 また，女工の結核問題に関しては，石原修「女工と結核」，
細井和喜蔵『女工哀史』等











2）年 3 月 22 日第 30 回議会衆議院の審議まで，さした


































年約 80 万人．患者 1 人当たりの平均療養費 70 銭，年間
11 この間の審議経過は，村上貴美子「『癩予防ニ関スル法律』の
制定要因に関する考察」関西福祉大学社会福祉学部紀要　第
16 巻第 2 号．以下，癩予防に関しては本論による．
総必要経費 2 億 9 千余円．さらに 1 人当たり 1 日平均
生産額 30 銭を患者数で推計すると，年額 8,700 余万円．










丸尾光春以下 8 名の委員を選出した 13．
　1913（大正 2）年 2 月 25 日第 1 回結核予防ニ関スル
建議案委員会が開催され，丸尾光春を委員長に，島田俊
介を理事に決定の後審議に移り，同日全会一致で可決，
貴族院に回付，3 月 26 日委員長報告通り可決となる．





















12 損失額推計　80 万人× 70 銭× 365 日＝ 2 億 440 万円　80 万
人× 30 銭× 365 日＝ 8760 万円　となる．若干推計値誤差が
あるが，本文は議会答弁に従っている．












































































































委員長に八木逸郎を互選した．翌 12 日第 2 回委員会，




















































































































































　1914（大正 3）年 3 月 17 日第 31 回議会衆議院は，第
1 読会の報告の後に第 2 読会を開催，第 3 読会の省略を
決定し，「肺結核療養所ノ設置及国庫補助ニ関スル法律
案」を可決，貴族院に回付する．
　貴族院は 3 月 20 日第 1 読会を開催し，政府委員（水
野廉太郎）の提出理由説明の後に特別委員を選出 20，26
日第 2 読会を開催・可決，第 3 読会を開催，採決の結果
可決となる．ここに「療養ノ途ナキ者」に限定されたと
はいえ，肺結核患者のための療養所が開設されることと
なる．1915（大正 4）年 7 月 15 日内務省は東京・大阪・
神戸の三市に肺結核療養所の設置を命じ，1917（大正 6）






















方針の下に 1907（明治 40）年 3 月 19 日法律第 11 号に
より「癩予防ニ関スル法律」が制定，1909（明治 42）
年 4 月 1 日施行された．次いで 1914（大正 3）年 3 月
30 日法律第 13 号により「肺結核療養所ノ設置及国庫補






























の審議は，3 月 1 日（第 5 回委員会）及び 3 月 4 日（第
6 回委員会）で集中的に行われる．以下詳細に見ていく．
　1919（大正 8）年 3 月 1 日第 5 回委員会で法案提出者
である政府は，法案提出理由を以下のように説明する（政
府委員：杉山四五郎内務省衛生局長）．まず最近十年（1906
（明治 39）年から 1915（大正 4）年）の平均死亡率を一
般伝染病との比較で説明する．年平均一般伝染病死亡者



























結結核及び胸膜炎の占める割合は，陸軍で 4 割 4 分，海






人× 1 人 1 日療養費 70 銭× 365 日＝ 12,775 万円　肺結核
患者の喪失した生産額：推計患者数 50 万人×男女幼老の平






































































































は，肺結核休職者 101 名，疾病治療料 73,600 円，退職
















及していない．特に直接児童と接する教員を第 5 条第 2
項の適用から除外することは，結核予防の観点からは望
ましくないと考えられる．したがって第 5 回委員会の開













部紀要第 54 号 1990．山本拓司「国民化と学校身体検査」大
原社会問題研究雑誌　No.488 1999．
29 1918（大正 7）年 3 月 16 日，第 40 回議会に「衛生行政ノ中
枢機関拡大ニ関スル建議案」（金杉英五郎外 14 名）が衆議院









　第 5 回委員会は，第 5 条第 2 項の解釈へ質疑が展開す














から第 5 条第 2 項の適用除外，すなわち官公吏に属する
との解釈から結核に罹患した場合の取締りの対象外とし
たのである．
　第 5 回委員会は以上の主たる質疑で散会，3 月 4 日第








































　結核予防法案の審議は 1919（大正 8）年 3 月 4 日第 6
回委員会で終了，翌 3 月 5 日第 7 回委員会で原案可決，
トラホーム予防法案の審議に入る．同日貴族院に回付さ
れる．貴族院は 3 月 7 日議会を開催し，結核予防法案及























　3 月 12 日貴族院特別委員会はこの後若干の質疑の後
に散会し，3 月 14 日第 5 回特別委員会を開催，精神病
院法案と結核予防法案関連の若干の質疑を行い散会，3































追記：本研究は 2010 年度～ 2012 年度の科研（基盤（Ｃ）
による研究成果の一部である．
